
 

 

○山形県行政手続条例 

 

（理由の提示） 

第８条 行政庁は、申請により求められた許認可等を拒否する処分をする場合は、申

請者に対し、同時に、当該処分の理由を示さなければならない。ただし、条例等に

定められた許認可等の要件又は公にされた審査基準が数量的指標その他の客観的

指標により明確に定められている場合であって、当該申請がこれらに適合しないこ

とが申請書の記載又は添付書類から明らかであるときは、申請者の求めがあったと

きにこれを示せば足りる。 

２ 前項本文に規定する処分を書面でするときは、同項の理由は、書面により示さな

ければならない。 

 

 

 

○東京都情報公開条例 

 

（理由付記等） 

第 13 条 実施機関は、第十一条各項の規定により開示請求に係る公文書の全部又は

一部を開示しないときは、開示請求者に対し、当該各項に規定する書面によりその

理由を示さなければならない。この場合において、当該理由の提示は、開示しない

こととする根拠規定及び当該規定を適用する根拠が、当該書面の記載自体から理解

され得るものでなければならない。 

２ 実施機関は、前項の場合において、開示請求に係る公文書が、当該公文書の全部

又は一部を開示しない旨の決定の日から一年以内にその全部又は一部を開示する

ことができるようになることが明らかであるときは、その旨を開示請求者に通知す

るものとする。 
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